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奈良地方最低賃金審議会運営小委員会運営規程 

 

令和元年８月５日改正 

 

（規程の目的） 

第１条  奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会という。」）に設置する奈良

地方最低賃金審議会運営小委員会（以下「小委員会」という。）の議事

運営は、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議

会令（昭和３４年政令第１３７号）に定めるもののほか、この規程の

定めるところによる。 

 

（審議事項） 

第２条  小委員会は、奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の

付託事項について、審議を行うものとする。 

 

（委員長） 

第３条  小委員会に委員長を置く。 

   ２ 委員長は、公益を代表する委員のうちから選任する。 

   ３ 委員長に事故があるときは、予め前項の規程の例により選任された

者が委員長の職務を代理する。 

 

（会議の招集） 

第４条  小委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要と認めた

ときのほか、奈良労働局長又は３人以上の委員から開催の請求があっ

たとき、委員長が招集する。ただし、年度最初の会議は、審議会会長

が招集する。 

２ 前項の規定により、奈良労働局長又は委員が会議の開催を請求しよう

とする場合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の原則

として１週間前までに委員長に通知しなければならない。 

３ 委員長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合

のほか、少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通

知するとともに、奈良労働局長に通知するものとする。 

 

（委員の欠席） 

第５条  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、

その旨を委員長に適当な方法で通知しなければならない。 

   ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときには、あ

らかじめ委員長に適当な方法で通知しなければならない。 

 

（会議の議事） 

第６条  委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

現行 



   ２ 委員は、会議において発言しようとするときには、委員長の許可を

受けるものとする。 

    ３ 小委員会は、委員長が必要と認めるときには、委員でない者の説明

又は意見を聴くことができる。 

  

（会議の公開） 

第７条  会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人
情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利
利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若し
くは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、委員
長は、会議を非公開とすることができる。 

   ２  委員長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずる

など必要な措置をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第８条  会議の議事については、議事録を作成し、議事録には委員長及び委

員長の指名した委員２人が署名するものとする。 

   ２ 議事録及び会議の資料は、公開することにより、個人情報の保護に

支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当

に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、委員長は、議

事録の一部または全部を非公開とすることができる。 

   ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものと

する。 

 

（報   告） 

第９条  委員長は、会議の審議結果について、審議会会長に対して報告する

ものとする。 

 

（雑   則） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、小委員会の議事及び運営に関し必要

な事項は、委員長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この規程は、令和元年８月５日から施行する。 

           

 



 別添 

 

奈良地方最低賃金審議会運営小委員会 運営規程（案） 

改正後 改正前 

（委員の欠席等） 

第５条  委員は、委員長が必要があると認めるときは、テレビ会議

システム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認

識しながら通話をすることができるシステムをいう。次項に

おいて同じ。）を利用する方法によって会議に出席すること

ができる。 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席

は、会議への出席に含めるものとする。 

   ３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないと

きには、その旨を委員長に適当な方法で通知しなければなら

ない。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるとき

には、あらかじめ委員長に適当な方法で通知しなければなら

ない。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この規程は、令和  年  月  日から施行する。 

 

（委員の欠席） 

第５条  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないと

きには、その旨を委員長に適当な方法で通知しなければなら

ない。 

２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるとき

には、あらかじめ委員長に適当な方法で通知しなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

 この規程は、令和元年８月５日から施行する。 

 

 

（赤色表示箇所が改正箇所） 



奈良地方最低賃金審議会運営小委員会運営規程（案） 

 

令和   年   月   日改正 

 

（規程の目的） 

第１条 奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会という。」）に設置する奈良地方最低賃

金審議会運営小委員会（以下「小委員会」という。）の議事運営は、最低賃金法

（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令（昭和３４年政令第１３７

号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

（審議事項） 

第２条 小委員会は、奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の付託事項

について、審議を行うものとする。 

 

（委員長） 

第３条 小委員会に委員長を置く。 

  ２ 委員長は、公益を代表する委員のうちから選任する。 

３ 委員長に事故があるときは、予め前項の規程の例により選任された者が委員長

の職務を代理する。 

 

（会議の招集） 

第４条 小委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要と認めたときのほ

か、奈良労働局長又は３人以上の委員から開催の請求があったとき、委員長が招

集する。ただし、年度最初の会議は、審議会会長が招集する。 

２ 前項の規定により、奈良労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場

合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の原則として１週間前ま

でに委員長に通知しなければならない。 

３ 委員長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、

奈良労働局長に通知するものとする。 

 

（委員の欠席等） 

第５条 委員は、委員長が必要があると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音

声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシ

ステムをいう。次項において同じ。）を利用する方法によって会議に出席するこ

とができる。 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、会議への出席に含

めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を委

員長に適当な方法で通知しなければならない。 



４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときには、あらかじめ委

員長に適当な方法で通知しなければならない。 

 

（会議の議事） 

第６条 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときには、委員長の許可を受けるもの

とする。 

３ 小委員会は、委員長が必要と認めるときには、委員でない者の説明又は意見を

聴くことができる。 

  

（会議の公開） 

第７条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保

護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害

されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれがある場合には、委員長は、会議を非公開とすることができ

る。 

２  委員長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要

な措置をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第８条 会議の議事については、議事録を作成し、議事録には委員長及び委員長の指名

した委員２人が署名するものとする。 

２ 議事録及び会議の資料は、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼ

すおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれが

ある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるお

それがある場合には、委員長は、議事録の一部または全部を非公開とすることが

できる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

 

（報告） 

第９条 委員長は、会議の審議結果について、審議会会長に対して報告するものとする。 

 

（雑則） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、小委員会の議事及び運営に関し必要な事項は、

委員長が定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

 この規程は、令和   年   月   日から施行する。 

 



奈良地方最低賃金審議会運営小委員会傍聴規程 

 

 

第１条  この規程は、奈良地方最低賃金審議会運営小委員会（以下「委員会」という。）

の傍聴に関し、必要な事項について定めるものである。 

 

第２条  委員会の会議（以下「会議」という。）を傍聴しようとする者は、係員に住

所及び氏名を告げ、その指示により傍聴席に着かなければならない。 

     ただし、傍聴席が満席の後は、その入場を拒否することができる。 

   ２ 集団で多人数の者が傍聴しようとする場合において、その団体（集団）を入

場させることにより、他の傍聴人の席が著しく少なくなると認めるときは、委

員会は、その若干人を指定して傍聴させることができる。 

 

第３条  委員会は、傍聴席の整理上必要があると認めたときには、傍聴券を発行し、

傍聴人の数を制限することができる。 

   ２ 前項の規定により傍聴券を発行したときは、傍聴券を持たない者は、入場す

ることができない。 

 

第４条  次の各号の一に該当すると認められる者は、入場を許されない。 

     １ 酒気を帯びている者。 

     ２ 凶器その他危険なものを持っている者。 

     ３ 旗、のぼり、こん棒、プラカード等を携帯している者。 

     ４ 前各号に掲げる外、会場の秩序を乱すおそれがあると認められる者。 

 

第５条  傍聴人は、いかなる理由があっても、傍聴席以外の場所に入ってはならない。 

 

第６条  傍聴人は、傍聴中、次に揚げることをしてはならない。 

     １ みだりに傍聴席を離れること。 

     ２ 飲食等をすること。 

     ３ 拍手その他いかなる方法でも、議事の言論に批評を加え、又は可否を表

わすこと。 

     ４ 放談、私語その他喧噪にわたり又は議事を妨害するような行為をするこ

と。 

     ５ 前各号の外、会場の秩序を乱す言動をすること。 

 

第７条  会議中において写真の撮影、録音、放送又はこれらに類する行為をしようと

するときは、あらかじめ事務局に申し出て許可を得なければならない。 

 

第８条  委員長及び事務局は、この規程を守らない傍聴人に対しては、注意を与え、

なお止めないときは、その者を退場させることができる。 

 

第９条  傍聴人は、会議開始５分前までに着席すること。以降の入場は認めない。 

 

第１０条 この規程の改廃は、委員会の決議に基づいて行う。 

 

 

附 則  この規程は、令和元年８月５日から施行する。 

資料№３ 









 

 

 

 

 

 

 

 

奈良県特定最低賃金の改正決定に係る申出書 

（３業種） 
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